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Ⅱ　論説

地域系学部におけるカリキュラムの特徴と体系性
― 国立大学の地域系学部に着目して―

高等教育研究開発センター　伊藤奈賀子

要旨
　本稿は、国立大学の地域系学部に焦点を当て、そのカリキュラムの体系性を担保する要素を明
らかにしようと試みたものである。私立大学と比較して、国立大学での学部新設の頻度は非常に
低い。にもかかわらす、この２～３年の間で10以上の新設学部が誕生しており、その多くが地域
系学部である。このような学部新設の背景には一定の社会的ニーズがあるものと考えられ、地方
創生という政策的な動きとも連動している。
　一方、これとは異なる教育政策的な流れとして、昨今の大学では、体系的なカリキュラムの構
築とそれに基づく教育の実現、そして、学習成果に対する厳格な評価に対する要請がある。共通
教育と専門教育とに分離しがちな学士課程カリキュラムを全体として体系化するとともに、そこ
で得られた学習成果を明確な基準でもって評価することが強く求められている。
　この２つの動きの接続点といえるのが、地域系学部のカリキュラムである。カリキュラムの体
系化が強く求められる流れの中で設置された学部である以上、地域系学部のカリキュラムは明確
な体系性を持っていると考えられる。それでは、地域系学部においてはどのような柱でもってカ
リキュラムの体系性を担保しているのか。それは、既存の学部で見られるような学問的専門性な
のか、それとは異なる要素あるいは何らかのモデルをもって説明されるものか、これを明らかに
するのが本稿の目的である。
　本研究を通じて明らかになったことは、地域系学部カリキュラムにおいて、体系性を担保する
明確な要素は見当たらないという点である。１つの確立された学問体系を柱としていない地域系
学部においては、能力要件に基づく体系化も充分とはいい難く、現段階においては各々の大学及
び学部が自己判断をしている状況にとどまっている。
　ただし、カリキュラムを構成する科目群については１つのモデルが試作された。このモデルは、
複数の科目の組み合わせから成る科目群を示すものであり、このモデルの組み合わせからカリ
キュラムが構築されていると見なすことができるとともに、カリキュラム全体にも概ね当てはま
るものである。
　今後の課題として、カリキュラム設計に携わった関係者間において、どのような基準で体系的
であると判断しているかを明らかにすることが挙げられる。地域系学部カリキュラムについて、
その体系性を説明するためのモデルは開発したものの、実態が大学や学部の自己判断に過ぎない
とすれば、その基準を明確にする必要がある。それは同時に、本稿において開発したモデルが地
域系学部全体に適用できるか否かを確認することでもある。

キーワード：体系的カリキュラム、地域系学部、能力要件
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Ⅰ．研究の目的
　近年、国立大学で地域系学部の新設が相次いでいる。本稿の目的は、それら地域系学部のカリ
キュラムにおいて、どのような要素でその体系性を担保しているかを明らかにすることである。
なお、ここでいう地域系学部とは、地域で活躍できる人材の育成を明確な方針として示した学際
的学部を指す。
　特に地方にある大学に対して、地域貢献を強く要請する政策的な動きは、2012年に文部科学省
が明らかにした「大学改革実行プラン～社会の変革のエンジンとなる大学づくり～」i 以降、急速
に高まった。ここでは、「大学 COC（Center�of�Community）機能の強化について」として１項
目が設けられている。その具体的な内容は図１のとおりであり、地域だけでは解決できない課題
に大学が積極的に関与することを通じて大学の教育研究機能を向上させることが謳われた。この
流れは、翌2013年の「国立大学改革プラン」でも継承され、地域課題の解決への関与を通じた地
域活性化の拠点という役割が地方国立大学において明確に示されるなど、現在まで一貫して続い
ている。

図１　大学における COC 機能強化のイメージ
（出所：文部科学省「大学改革実行プラン」2012年、p.12より一部抜粋して転用）

　この方針を具体的に政策化したのが、2013年に始まった「地（知）の拠点整備事業（通称
COC（Center�of�Community）事業）」であり、それを発展的に継承した2015年の「地（知）の
拠点大学による地方創生推進事業（通称 COC+ 事業）」である。COC 事業は、教育・研究・社
会貢献という大学の機能全般にわたって地域の知の拠点としての役割を拡大させることを目的と
した事業である。そして、COC ＋事業は、COC 事業を継承しつつもその目的を当該地域での新
たな雇用創出と地元就職率向上へとより焦点化したものである。両事業に共通するのは、大学が
地域の知の拠点としての役割を果たすため、教育改革を強く促している点である。
　限界集落の問題など、地方における地域社会の問題が取り上げられる際、「地域を元気にする」

「地域活性化に貢献する」ことの意義が強調される。これらは決して誤りではないものの、その
ために活躍する人材が大学生あるいは大学を卒業した学士でなければならない理由を説明し得る
ものではない。大学に期待されているのは、学士として充分な能力を備えて地域で活躍できる人
材を養成することであり、そうした人材を社会へと輩出することである。そのため、大学は地域
のニーズにも目配りをした人材養成を目指した様々な改革に取り組んでおり、中でも中心となる
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のは教育改革である。
　教育改革への強い動因を背景としているため、地域系学部においてはアクティブ・ラーニング
を初めとする新たな教育方法が積極的に取り入れられている。キャンパスを出て実際に地域に赴
き、地域住民との交流活動を通じて獲得した知識や技能を現場で活用・応用するような実習も数
多く開講されている。
　その一方、地域系学部は多様なディシプリンを複合する形で構築された新たな枠組みであるた
め、そこで修得する知識内容については１つの学問体系に則るものではない。教育改革において
現在強く求められている体系的カリキュラムを構築する上で、学問体系は拠り所とされていない
ともいえる。体系的カリキュラムを構築するに当たり、学問体系とは異なる柱となる要素とは何
か。この課題意識が本研究の出発点である。
　以上を踏まえ、本稿では地域系学部において「カリキュラムの体系性を担保しているものは何
か」を明らかにすることを目指すものである。なお、地域系学部の中には、学部名称に「地域」
という言葉が含まれていないものもあるii。しかし、いずれにおいてもその目標として地域人材
の育成・輩出という方針が明確に示し、複数の専門性を横断するカリキュラムを有するものであ
る。
　なお、本稿ではこの地域系学部の検討対象を国立大学に限定する。国立大学では学部新設は私
立大学と比べてあまり行われない。その意味で、後述するように、この数年に学部新設が相次い
でいるということは極めて稀有な状況である。そして、その新設学部の多くを占めるのが地域系
学部であることから、今回は国立大学における地域系学部に焦点を当てて検討を行う。

Ⅱ．高等教育カリキュラムに対する社会学的研究
　カリキュラムの社会学的研究、つまり、社会学という視点に基づくからカリキュラム研究は、
教育社会学の祖ともいうべきデュルケームやウェーバーに始まる歴史の長い領域である。デュル
ケームは、教育の変化は社会の変化の結果あるいは兆候を表すことを指摘し、具体的なカリキュ
ラムは社会学的研究の対象となり得ることを指摘したiii。一方、ウェーバーは、中国の「科挙」
に注目し、科挙の存在及びその内容が当時の教育内容や方法にいかに影響を及ぼしたかを明らか
にしたiv。現在我が国で進んでいる大学入学者選抜制度改革に関して、その内容が高等学校やさ
らにその前段階にある中学校のカリキュラムや教育内容に強い影響を及ぼすことが指摘されてい
ることも、この知見から説明できる。カリキュラムは、ある時代のある社会において一定の支持
を得ている一方、ある時代のある社会の状況に拘束されるという点で、社会の実態を表す1つの
指標となるといえる。
　その後、パーソンズが機能主義の観点から、社会の維持・存続に対するカリキュラムの役割を
明らかにし、カリキュラムの社会学的研究は一定の到達点を得たv。カリキュラムは、人材の選
抜・配分に大きな影響を及ぼしており、結果として成績による生徒の進路分化に関する社会的合
意を形成させる機能を果たすといえる。
　教育社会学の視点に基づくカリキュラム研究は継続され、我が国においても1980年代ごろから
少しずつ先行研究が積み重ねられてきた。その経緯と成果については、田中（1985）において整
理されているvi。そこではカリキュラム研究における一定の成果が確認でき、中でも、「隠れたカ
リキュラム（ヒドゥン・カリキュラム）」、すなわち学校現場においてカリキュラムが潜在的に果
たす役割についての研究等、具体的な学校現場における相互作用などに注目した成果から得られ
た知見は多い。
　その一方、我が国における教育社会学的なカリキュラム研究については、初等中等教育に比重
が置かれており、高等教育を対象としたものは多いとはいえない。数少ない先行研究において特
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筆すべきは、天野郁夫と寺崎昌男の業績である。
　天野は、その初期の業績として、近代日本における試験制度の成立過程を明らかにしてい
るvii。これは、社会の変化がカリキュラムに及ぼす影響を示したものとして注目される。しかし、
天野自身の関心の中心は必ずしもカリキュラムにあったわけではない。このため、その後社会や
文化的再生産とカリキュラムとの関係といった業績は見られず、カリキュラムの社会学的研究と
いう視点については論じられていない。
　これに対して寺崎は、一貫してカリキュラムに強い関心を示している。特に、1990年代以降大
学改革や FD の推進など大学教育をめぐって我が国の高等教育界全体が大きく変革を遂げていく
のに合わせ、カリキュラム改革に関する論稿を数多く発表しているviii。その中で、大学改革の困
難さを以下のように整理しているix。

　①　従来の伝統的大学教育意識への挑戦・対決が避けられない
　②　学部・学科制度や進級・卒業制度といった教育研究に直接かかわる内部システム改編を必

要とする
　③　特定の専門職分野に即応した学部・学科の場合、改革は法制的に規制される
　④　カリキュラムによって担われるべき学問や教養の変革が前提とされなければならない

　このうち、本稿の課題意識にとって特に問題となるのは④である。寺崎は、学問や教養の内実
の変革と、変革方針に対する合意形成がなされなければカリキュラム改革は成立しないと指摘す
る。この指摘は、基本的にはカリキュラム改革を想定したものであるものの、学部や学科を新設
する際にも共通する要素を持っている。既存の学部・学科とは異なる学問や教養が生み出される
と同時にその必要性に対する認識が共有されて初めて、新たな枠組みが成立すると考えられる。
　本稿で注目する地域系学部もこの枠組みの１つであると考えられる。地域系学部のカリキュラ
ムは、既存の学問分野とは異なる社会的ニーズを踏まえて構築されていると考えられることか
ら、これを手掛かりとして高等教育におけるカリキュラムと社会との関係について明らかにする
ことが可能である。
　以上を踏まえ、地域系学部の設置はカリキュラムに対する教育社会学的研究という観点からど
のように位置付けられるものかについて、次章以降で論じることとする。

Ⅲ．地域系学部設置の状況
　国立大学における地域系学部設置の先駆けは、1997年岐阜大学における地域科学部の設置であ
る。同学部の目的は、「人文科学、社会科学及び自然科学の諸専門領域の基盤的研究を維持強化
しつつ学際的に協同させることにより、地域概念の多様性を学術文化的に広く探究します。専門
的知見と併せて、人間や社会に対する深い洞察力と的確な判断力を備え、より良い地域社会の構
築を目指す教育研究」であるx。また、ディプロマ・ポリシーにおいては、以下に挙げる３つの
能力の修得度について評価を行う方針を示している。

　◦創造的思考力と論理的思考力
　◦課題発見力と政策立案力
　◦コミュニケーション力及び実行力

　この方針を達成するために構築されたカリキュラムにおいては、学部必修科目として社会活動
演習と地域学実習を開講しており、キャンパス外での実践的学習を重視する姿勢が見られる。
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　その後、国立大学での地域系学部設置はしばらく見られなかったものの、2004年には、鳥取大
学地域学部が誕生する。同学部では、以下４つのコンセプトに基づき、教育研究活動を行ってい
る。学部名称のとおり、地域との強い関わりを明確に示しているxi。

　◦地域をつくりあげている諸要素（社会・文化・自然）に関する幅広い知識を修得し、それら
を相互に関連づけて理解する高度な思考力を養成する。

　◦地域にある様々な公共的課題を探求するために必要な知的好奇心を養う。
　◦批判的判断力、創造的表現力、コミュニケーション力を発揮して、地域社会の課題解決にた

ずさわる実践力を磨く。
　◦最終的に、高い倫理観と責任感をもって地域社会の再生・持続的発展に貢献できる人材の養

成を目指す。
（出所：鳥取大学地域学部オフィシャルサイトより抜粋し筆者一部改編）

　このようなコンセプトを踏まえたディプロマ・ポリシーにおいては、「豊かな教養」「論理的思
考力、批判的判断力、創造的表現力」「生涯学習力」「社会的実践力」が掲げられている。いずれ
も、必ずしも地域に直接的な関わりをもたずとも重要な能力であり、汎用的な能力を地域で活か
すことのできる人材の育成を方針としているということも可能である。
　2005年には山形大学地域教育文化学部、2008年には金沢大学人間社会学域地域創造学類xii が新
たに設置されたものの、この段階での地域系学部は極めて少数の事例にとどまっていた。このた
め、教育目標として「地域人材の育成」を明確に打ち出すことによって当該大学・学部の個性を
示すようになったのは、2015年の高知大学地域協働学部設置以降である。資料１にあるように、
その後、宮崎大学の地域資源創生学部や宇都宮大学の地域デザイン科学部などが相次いて設置さ
れたxiii。これらの大学の多くは大学運営費交付金の重点配分に関する３つの枠組みにおいて地域
貢献型を選択しており、こうした学部新設はその方針とも合致する。
　ただし、これらの学部の多くは、全く新しい枠組みが新規雇用を通じて作られたのではなく、
既存学部から入学定員や教員を移して作られたものであり、その意味では学部新設でありながら
学部再編でもある。その契機となったのは教員養成系教育学部におけるいわゆる「ゼロ免課程」
の募集停止及び定員減である。つまり、学内での学部再編の必要性と地域貢献が他大学としての
姿勢の明確化とが組み合った結果、同じ時期に地域系学部が誕生したということができる。
　地域人材の育成は、COC ／ COC+ 事業とも相まって特に地方大学において非常に強く求めら
れている重要なミッションである。そのため、組織的かつ継続的に地域人材を育成する場として
地域系学部が担う役割と社会的意義は大きいといえる。ただし、「地域で活躍する人材」は大学
においてのみ育成されるわけではなく、大学が育てる人材はその一部に過ぎない点には注意しな
ければならない。我が国の大学進学率は50％強であり、地域系学部の卒業生はさらにその一握に
過ぎない。こうした点を踏まえて、地域系学部における育成すべき地域人材像及び育成すべき能
力を考える必要がある。
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Ⅳ．地域系学部におけるカリキュラムの事例
　では、実際に地域系学部ではどのような教育が行われており、その能力要件とはいかなるもの
か。具体的な事例に基づいて検討してみよう。ここでは、2015年以降に設置された地域系学部の
カリキュラムについて、web 上に公表されているカリキュラム・マップを中心的な資料として
分析を行った。

１．高知大学地域協働学部
　資料１にある通り、高知大学地域協働学部は昨今の地域系学部新設の先駆けとなった事例であ
る。そのカリキュラムを示したのが図２であるxiv。ここから把握できる高知大学地域協働学部の
カリキュラムの特徴は、以下の３点である。

　◦１年次から一貫して複数の演習科目と実習科目を配置しており、これらがカリキュラムの特
色となっている

　◦地域に関する様々な学問分野からのアプローチについて１年次に学んだ後、経済学や経営学
等の学問的専門性を高める構造である

　◦講義科目については、年次配当の基準が明らかでなく、能力要件に基づくものかは定かでな
い

資料1　国立大学における特色ある学部等設置の状況

（出所：文部科学省「大学による地方創生に関する取組」p.7より転用）
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２．愛媛大学社会共創学部
　愛媛大学社会共創学部産業マネジメント学科のカリキュラムを図３に示すxv。同学部には４つ
の学科があるが、カリキュラム・マップは学科単位で示されているため、ここでは一例として産
業マネジメント学科を取り上げる。ここから読み取るべきカリキュラムの特徴は、以下の３点で
ある。

　◦１年次から一貫して演習科目または実習科目を配置しており、これらがカリキュラムの特色
となっている

　◦１年次に経済学や経営学に関する基本的な学習を行い、その後に学問的専門性を高めていく
構成である

　◦多くの科目及び科目群において育成すべき能力を明示していが、配当年次の判断基準は不明
である

図２　高知大学地域協働学部のカリキュラム
（出所：高知大学地域協働学部オフィシャルサイトより転用）
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　このうち、演習科目及び実習科目の配置については先述の高知大学地域協働学部と共通するも
のである一方、学問的専門性や科目の配当年次については異なる点がある。学問的専門性に関し
ては、１年次に経済学や経営学に関する学習を位置付け、その後に学問的専門性を高めるという
点では共通しているが、２年次に置かれているのは「基礎力・数理的思考力」の育成を目的とし
た科目である点に違いが見られる。また、図３の右端にあるように、「自己デザイン」を目的と
して他学部で開設されている「農林漁業団体論」や「知的財産法」などが組み込まれている点に
特徴がある。また、愛媛大学のカリキュラム・マップの特徴として、能力要件を明確に示してい
ると見ることができる。

３．宮崎大学地域資源創生学部
　宮崎大学地域資源創生学部のカリキュラムを示したのが図４であるxvi。ここで示されるカリ
キュラムの特徴は、以下の３点である。

　◦１年次から一貫して実習科目を配置しており、これらがカリキュラムの特色となっている。
　◦１年次から経営学やマーケティングに関する学習を継続的に行い、学問的専門性を高めてい

く構成である。
　◦実習に関しては「情報収集力・分析力」「企画力・実践力」を育成すると明記されているも

のの、講義についての能力要件や科目配当年次の判断基準は不明である。

図３　愛媛大学社会共創学部産業マネジメント学科のカリキュラム
（出所：愛媛大学社会共創学部オフィシャルサイトより転用）
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　宮崎大学地域資源創生学部のカリキュラム・マップは、他の２大学とは異なり、年次の区切り
があまり明確でない。実習や英語等、明確に配当年次が示されている科目もあるものの、選択科
目に関しては１年次前期から２年次前期等が１つの括りとして示されており、体系的カリキュラ
ムの担保という面からは評価が難しいところである。

４．小括
　高知大学、愛媛大学、宮崎大学の３つの事例に共通するのは、以下の２点である。

a）１年次から実習や演習科目を配当し、これを特色として打ち出している。
b）学問的専門性の核として用いられている分野としては、経営学や経済学が多い。

　ただし、a）については、３大学の地域系学部間で異なる面もある。高知大学地域協働学部が
実習も演習も複数科目を継続的に開設しているのに対し、愛媛大学社会共創学部や宮崎大学地域
資源創生学部においてはカリキュラム・マップの様式も異なり、どのように順次性を担保してい
るかは不明である。
　先行して開設された岐阜大学地域科学部では、実習や演習科目を学部カリキュラムとして強く
打ち出す傾向は見られず、これと比較した場合には先述３大学との方針の違いが際立つ。しかし、
鳥取大学地域学部においては、資料５のとおり毎年度実習科目が配置されておりxvii、この特徴に
ついては、近年設置された地域系学部のみに見られる特徴とはいえない。ただし、鳥取大学地域
学部については設置後カリキュラム改革を行った可能性がある点には注意が必要である。
　一方、b）については、岐阜大学地域科学部や鳥取大学地域学部にはあまり見られない傾向で
ある。特に、鳥取大学地域学部の場合、既存の学問体系をそのまま用いるのではなく、地域につ
いて考えるための新たな学際的体系としての「地域学」を学問的に確立するとしているxviii。本
稿で取り上げた鳥取大学地域学部以外の地域系学部においてはこのような方針は示されておら
ず、この点にも違いが見られる。

図4　宮崎大学地域資源創生学部のカリキュラム
（出所：宮崎大学地域資源創生学部オフィシャルサイトより転用）
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Ⅴ．地域系学部カリキュラムの特徴
　前章の事例分析から明らかになった地域系学部カリキュラムの特徴は、以下の４点である。

　①　実習・演習を重視する傾向は全ての地域系学部に共通するものではない
　②　育成すべき人材像を踏まえて設定される能力要件は必ずしも明確でないのと同時に、能力

要件の体系性を担保する基準は不明確である
　③　示されている能力要件は必ずしも地域系学部特有とはいえない
　④　その学問的専門性はある特定の１分野ではなく複数の分野にまたがる形で育成される

　①については、本稿で取り上げた事例だけを見ても明らかである。加えて、こうした傾向は時
系列的に強まった傾向でもない。設置時期からすれば、岐阜大学地域科学部の1997年が最も早く、
その７年後に鳥取大学地域学部が、そして、そのさらに12～13年後に高知大学地域協働学部を皮
切りに、次々と地域系学部が誕生した。しかし、カリキュラムに焦点を当てた場合、必ずしも一
貫した傾向が見られるとはいえない。いえるのは、ここ２～３年の間に新設された地域系学部に
おいては、実習や演習科目を特徴として前面に押し出す傾向があるという程度にとどまる。
　②の能力要件という点に関しても、育成する能力を明確に示すという傾向は見られたものの、
全ての地域系学部に共通して見られる傾向というまでには至っていない。さらにいえば、実習や
演習を特徴として打ち出す方針とも異なり、ここ数年内に設置された地域系学部に限っても、そ
うした方針が共通して見られるわけではない。
　これに関連することだが、掲げる能力要件は自己規定を行う以外にない。学問的専門性であれ
ば、当該分野の専門家である教員団が設置すべき科目や育成すべき能力について各々の専門性に
基づいて判断できると考えられる。カリキュラムの適切さや体系性は専門家集団であるファカル

図５　鳥取大学地域学部のカリキュラム
（出所：鳥取大学地域学部オフィシャルサイトより転用）
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ティがその専門性に基づいて担保するということと同じである。しかし、学問的専門性とは異な
るより汎用的能力のうちどれを要件として課すかについては、特定の者が何らかの専門性に基づ
いて判断できるものではない。なぜなら、学問体系とは異なり、よって立つ柱がないためである。
地域系学部は、鳥取大学地域学部における「地域学」のように新たな学問分野としての確立を目
指す動きはあるものの、社会的に合意が得られた学問分野として確立されているとは言い難い。
そのため、地域学に関する学問体系についても社会的合意がなく、個々の地域系学部ごとに異な
る基準で体系性が判断されている状況にある。いわば、能力要件の自己規定である。
　育成する能力は複数の学問分野にまたがる教員団が自己規定する以外になく、学問体系も確立
されていないというのが、地域系学部カリキュラムの現状である。より具体的にいえば、地域系
学部のカリキュラムは、誰がどのような方法をもって体系性を担保できるかという点で大きな問
題があるといえる。
　この点は、③とも強く関係する。能力要件は学問的専門性とは異なる文脈で評価されるもので
あり、必ずしも地域系学部固有のものではない。論理的思考力やコミュニケーション力は、地域
系学部以外でも育成されているであろう能力である。地域系学部では、実習が多く含まれる事例
が多いため、身に付けた知識や技能を実践に活かす能力が要件とされる場合が他の分野と比べて
多い可能性はある。しかし、それも全ての地域系学部に当てはまるものではない。
　そして、④の特徴により、特定の学問分野に依拠する形でカリキュラムが構築されていないた
め、その体系性を担保する要素が見出せないという問題がある。学問体系についても能力要件に
ついても体系性を保証する要素が見出せない以上、地域系学部において教育を行う教員団がそれ
ぞれの立場からその体系性を担保するしかない。しかし、そこには学問体系のような一定の社会
的合意が得られた基準は、現段階では存在しないのである。

Ⅵ．地域系学部における「真正の評価」
　それでは、地域系学部カリキュラムにおいて、カリキュラムの体系性は担保し得ないものなの
であろうか。
　全ての事例に共通してはいないものの、実習・演習を毎年度行う等の傾向は数多く見られ、獲
得した知識や技能を現場で試行し、その成果を評価する取り組みは少なくない。これは、身に付
けた能力を実践できるかどうかを確かめるという点で、「真正の評価」に当たるxix。
　「真正の評価」とは、実際の社会生活において対応を迫られる文脈になぞらえた課題に取り組
ませることを通じて、知識・技能を実生活の中で総合的に活用する能力の評価を行うものであ
るxx（Wiggins,1998）。例えば、自動車の運転の場合、運転の手順を知識として覚えたかどうかは
ペーパーテストで測れるものの、その点数が高くても実際に運転ができるかどうかは評価できな
い。そのため、実地での試験が課されている。こうした点を踏まえ、パフォーマンス課題を与え
て実践させることで、現実社会での知識・技能の活用力を図ることを目的としているのである。
　地域系学部において、実習が数多く設定されているのは、この「真正の評価」論の考え方に基
づけば理解しやすい。座学を通じて得た知識が定着しているか、そして、それを実践の場に活か
すことができるかどうかを評価するためである。
　この場合、前提として、実習以前に知識を獲得する段階が必要であると同時に、実習の際に必
要な諸能力をあらかじめ獲得しておくことも不可欠である。さらにいえば、知識と能力とが分離
したままでは実践で活かすことは困難であることから、両者を統合してその活かし方を考え出す
能力が求められる。カリキュラム上にあるすべての科目は何らかの目標を達成するために位置付
けられていることを考えれば、実践は参加しさえすればよいということにはなり得ない。
　以上のように考え、地域系学部カリキュラムのモデルとして試作したのが図６である。このモ



31

Ⅱ　論説

デルの「知識及び能力の活用方法の修得」が演習、「知識及び能力の活用方法の試行」が実習に
該当し、最初の段階にある知識及び汎用的能力の修得はその他の講義科目を通じて行われると考
えられる。

　このモデルは、体系的カリキュラムを構築するための条件の一つとして求められている考え方
を示している。学問体系のような明確な柱を持たない学際的分野において体系的カリキュラムを
構築する上で一定の意義を持つといえる。
　一方で、このモデルは複数の科目の組み合わせについては説明できるものの、全ての地域系学
部のカリキュラム全体を説明するものとまではいえない。全ての地域系学部で実践が繰り返し行
われているわけではないためである。
　ただし、このモデルもまた地域系学部に固有のものではない。医学部等、最終的に修得した知
識を統合して実践において適切な解を導き出せるか、的確な行動がとれるかが問われるような分
野においては、知識の修得と獲得した知識や能力を踏まえた実践の双方がカリキュラム上求めら
れるため、カリキュラムの構造が上記モデルで説明されるのである。
　ここから明らかになることは、全ての地域系学部に適用できるとも、地域系学部固有ともいえ
ないものの、地域系学部カリキュラムは図６のようなモデルで説明可能であり、その成果に対し
ては「真正の評価」が求められるといえる。しかしその一方、カリキュラムの体系性については、
学問体系に依拠できず、社会的合意を得た能力体系が存在しない以上、その担当教員団の合意に
よって担保されるものである。

Ⅶ．地域系学部におけるカリキュラムの体系化
　学士課程のカリキュラムは、上述のようなモデルを組み合わせるだけで体系化できるわけでは
ない。図６はあくまでカリキュラムの一部に過ぎず、カリキュラム全体を貫く柱がなければその
体系性は担保できない。

図６　地域系学部におけるカリキュラムモデル（筆者作成）
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　この場合の柱としてまず挙げられるのが学問体系（ディシプリン）である。学問は様々な分野
に整理することができ、分類された各分野にはさらに下位分野が存在する。例えば、物理学の場
合、その下位には力学や電磁気学、相対性理論などがあり、力学であればさらにその下位に、熱
力学やニュートン力学、量子力学等がある。物理学の場合、物理学という学問が発展を遂げてい
く歴史的経緯を踏まえてカリキュラムが構築される（林、2006）xxi。これは、単に時間的な問題
ではなく、確立された理論が次段階の発展の基盤となるためである。学問体系が、発展段階に応
じて出来上がっているといえる。こうした分野の場合、柱となる学問体系は極めて明確である。
　しかし、このように学問体系が明確な分野ばかりではない。歴史学を例として挙げてみよう。
過去の資料に基づいて歴史的事実を追究することを大きな目的とした学問が歴史学である。そこ
では、経済史や政治史、あるいは考古学等が下位に位置付けられる。先述の物理学では、物理学
の下位に位置付けられた力学や電磁気学は、力学の発展を基盤として電磁気学が誕生・発展を遂
げてきたという関係にある。一方がもう一方の基盤となるという関係であるため、体系性が認め
られるといえる。これに対して歴史学では、例えば経済史の発展が政治史の発展の基盤となった
という関係はない。下位分類の中で体系性は認められないのである。このため、学問体系として
はあまり明確とは言えない。
　単一と考えられる学問分野でさえその体系性が明確でないとすれば、学際的といわれる学部や
学科の場合、そもそも学問体系そのものが存在しない。このため、教員団による自己規定が求め
られる。カリキュラムの体系性を担保するのも教員団であれば、それを通じた成果を評価するも
の教員団である。この場合、問題となるのは、当該教員団はその体系性を担保できるだけの能力
を有しているか、体系性を担保できるだけの能力を担保されているかである。
　カリキュラムとは、順次性（シークエンス）と範囲（スコープ）に配慮しながら構築されるも
のである。このうちスコープについては、地域系学部の場合、地域に関わる諸領域と位置付けら
れる。地域に関わる諸領域をどこからどこまでのものとみなすかについて明確な回答があるもの
ではないが、シラバス等を通じて確認はできることから、それほど大きな問題ではないともいえ
る。
　むしろここで問題となるのはシークエンスであろう。近年、多くの大学・学部における３つの
ポリシーの整備が進み、具体的な開設科目名にも言及するなどして、カリキュラムにおける科目
の位置付けや各科目に与えられた役割などが明確に定められている例は多い。その一方、同じく
強く求められている体系的カリキュラムの構築とそれに基づく教育の実現に関しては、何をもっ
て体系性を担保すべきかが未だ大きな問題としてある。地域系学部は、地域で活躍できる人材の
輩出という大きな目標に向けて多彩なカリキュラムを構築し、実際の教育活動に取り組んでいる
ものと考えられる。しかし、そのカリキュラムは体系性の担保が原理的に困難であるという点で
共通しているといえる。
　地域系学部のシークエンスに関する原理的問題の存在は、地域系学部の存在意義そのものに
とって極めて重大である。カリキュラムの体系性を自ら保証できないことは教育制度としての大
きな弱点であり、地域系学部がなくとも、体系性を学問的に担保された学部で学びながら地域で
活躍するための基礎知識と能力を身に付ければ充分ということになりかねない。ここに、地域系
学部が本質的に抱える困難があるといえる。
　本研究により、地域系学部のカリキュラムにおいて体系性を担保する明確な要素あるいはモデ
ルに当たるものは見いだせないことが明らかになった。地域系学部は１つの確立された学問体系
を柱としない点に特徴があることから、体系性を担保するにはそれとは異なる何らかの要素が必
要とされる。しかし、現在の地域系学部においては、能力要件に基づく体系化も充分とはいえず、
個々の大学及び学部がそれぞれの判断に基づき、体系性を担保していると見なしている状況にと



33

Ⅱ　論説

どまっている。
　なお、本稿で開発したモデルは、一定程度の有効性は認められるものの、全ての事例に適用可
能かどうかの検証は充分に行えなかった。そのため、このモデルの適用可能性を検証するために、
カリキュラム設計に携わった関係者間において、どのような基準で体系的であると判断している
かを明らかにすることが必要である。これが本稿の積み残した課題である。
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